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◎住宅建設五箇年計画の体系

国民の住生活が適正な水準に安定するまでの間、昭和41年度以降５箇年毎に作成

◎国と地方公共団体の責務

「国及び地方公共団体は、住宅の需要及び供給に関する長期見通しに即し、かつ、住宅事情の実態に応じて、住宅
に関する施策を講じるように努めなければならない」

Ⅰ．参考データ等
＜資料１＞ 住宅建設計画法の概要

「一世帯一住宅」
の実現

一人一室の規模
を有する住宅の
建設

S60年を目途に

すべての国民が
最低居住水準
を確保、S55年ま

でに水準以下居
住のおおむね2分
の１を解消

S60年を目途に

平均的な世帯が
平均居住水準
を確保

S60年までに半数

の世帯が確保

住環境水準
を指針とした低水
準の住環境の解
消及び良好な住
環境の確保

計画期間中でき
る限り早期に
すべての世帯が
確保

S75年（H12年）

を目途に半数の
世帯が
誘導居住水準
を確保

大都市地域に重
点を置いて水準
未満世帯を解消

Ｈ12年を目途に

全国で半数の世
帯が、さらに、そ
の後できるだけ早
期に、すべての都
市圏で半数の世
帯が確保（併せて
平均床面積目標
を設定）

大都市地域の借
家居住世帯に重
点を置いて水準
未満世帯を解消

Ｈ27年度を目途に全国
の2/3の世帯が、また、
全ての都市圏で22年度

を目途に半数の世帯が
確保（併せてストックの
種類別の平均床面積の
見込みを設定）

住宅に求められる基本
性能の指針として
住宅性能水準 （バリア
フリー化については数
値目標）を設定

・緊急に改善すべき密
集住宅市街地の基準に
基づき、密集住宅市街
地の速やかな解消
・住宅市街地の改善等
の指針に基づき、良好
な住環境の確保

第１期
（S４１～４５年度）

第２期
（４６～５０年度）

第３期
（５１～５５年度）

第４期
（５６～６０年度）

第５期
（６１～Ｈ２年度）

第６期
（３～７年度）

第７期
（８～１２年度）

第８期
（１３～１７年度）

全国で
一世帯
一住宅（４３）

全都道府県
で一世帯

一住宅（４８）

約半数の世帯において
誘導居住水準を達成（１０）

半数以上の世帯が
誘導居住水準を

達成（１５）

最低居住水準未満
世帯が全国で1割
を切る（６３）

ほぼ半数の世帯
が平均居住水準
を確保（５８）

最低居住水準
以下居住の
割合を半減（５３）

市場・ストック重視へ量の確保から質の向上へ住宅難の解消

住宅の建設の目標

＜資料２＞ 住宅建設五箇年計画の変遷

国土交通大臣が作成

地方住宅建設五箇年計画
１０の地方ごとに作成

計画事項は住宅建設五箇年計画と同じ

都道府県が作成

住宅建設五箇年計画
５箇年間における住宅の建設の目標

（公的資金住宅の建設の事業量を明示）

閣 議 決 定

通 知

都道府県住宅建設五箇年計画
５箇年間における住宅の建設の目標
（公営住宅等の建設の事業量を明示）

国土交通大臣が都道府県公営
住宅整備事業量を作成・通知

市町村と協議

北海道、東北、関東、東海、北陸
近畿、中国、四国、九州、沖縄

公的資金住宅

①公営住宅
②改良住宅
③住宅金融公庫の融資を受けて建設

等される住宅
④独立行政法人都市再生機構が賃貸・

分譲する住宅
⑤上記のほか、国、地方公共団体等の

財政援助等に係る住宅

（公営住宅の計画的な整備）
公営住宅の整備は、住宅建設計画法に規定する都道府県住宅

建設５箇年計画に基づいて行わなければならない。（第６条）

（参考）公営住宅法

１
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0%
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50%

75%

100%

S48 S53 S58 S63 H5 H10 H15 三大

都市圏

三大都市

圏(借家)

最低居住水準

未満世帯率

平均居住水準

達成世帯率

誘導居住水準

達成世帯率

注１）誘導居住水準・・・4人世帯で、都市居住型：91㎡、一般型123㎡
最低居住水準・・・4人世帯で、50㎡
（平均居住水準・・・4人世帯で、86㎡【第３期及び第４期五計において設定】）

注２）誘導居住水準は、平成27年度を目途に全国で３分の２世帯、平成22年度を目途に全ての都市圏で半数の世帯が水準を

確保できるようにすることを目標とする。

（資料）住宅・土地統計調査（総務省統計局）

＜資料４＞ 居住水準目標の達成率の推移

◇住宅建設五箇年計画の進捗とともに、床面積を中心とする居住水準が改善されてきている。
◇平成１５年においては、全国で半数以上の世帯が誘導居住水準を達成している一方、大都市圏

では達成率が低く、特に借家は低水準。

◇住宅建設五箇年計画の進捗とともに、床面積を中心とする居住水準が改善されてきている。
◇平成１５年においては、全国で半数以上の世帯が誘導居住水準を達成している一方、大都市圏

では達成率が低く、特に借家は低水準。

公的資金住宅
の建設戸数

（実績）※２

公的資金住宅
の建設戸数

（目標）

住宅建設戸数
（実績）※２

住宅建設戸数
（目標）※１

349.3
(54.6%)

681.2
(93.3%)

762
(104.4%)

835.6
(124.7%)

610.4
(79.3%)

769.8
(89.5%)

828
(86.5%)

673.9
(100.6%)

313.8
(95.1%)

330

670

第五期
（61~H2年度）

401.7
(108.6%)

370

730

第六期
（3~7年度）

348.7
(98.9%)

352.5

730

第七期
（8~12年度）

99.6
(30.6%)

323.1
(92.3%)

364.9
(104.5%)

310.8
(81.0%)

256.5
(95.0%)

325
（うち増改築41）350350383.8270

640
（増改築430）

770860957.6670

第八期
（13~17年度）

第四期
（56~60年度）

第三期
（51~55年度）

第二期
（46~50年度）

第一期
（S41~45年度）

◇第一期計画から第七期計画に掲げた公的資金住宅の建設目標はほぼ着実に達成された。◇第一期計画から第七期計画に掲げた公的資金住宅の建設目標はほぼ着実に達成された。

＜資料３＞ 住宅建設五箇年計画の達成状況

Ｈ16.3現在

Ｈ17.1現在

（注）※１ ： ４期以降は見込み
※２ ： カッコ内は達成率

（単位：万戸）

２
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1,000
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6,000

（万戸・万世帯）

0.90

0.95

1.00

1.05

1.10

1.15

1.20

住宅数 1,391 1,793 2,109 2,559 3,106 3,545 3,861 4,201 4,588 5,025 5,389

世帯数 1,865 2,182 2,532 2,965 3,284 3,520 3,781 4,116 4,435 4,726

１世帯当たり住宅数 0.96 0.97 1.01 1.05 1.08 1.10 1.11 1.11 1.13 1.14

1948年

（S23）

1958年

（S33）

1963年

（Ｓ38）

1968年

（Ｓ43）

1973年

（Ｓ４８）

1978年

（Ｓ５３）

1983年

（Ｓ５８）

1988年

（Ｓ６３）

1993年

（Ｈ５）

1998年

（Ｈ１０）

2003年

（Ｈ１５）

（戸/世帯）

（注）世帯数には、親の家に同居する子供世帯等（2003年＝38万世帯）を含む。
（資料）住宅・土地統計調査［総務省］

◇住宅ストック数（約5400万戸）は、総世帯（約4700万戸）に対し１４％多く、量的には充足。◇住宅ストック数（約5400万戸）は、総世帯（約4700万戸）に対し１４％多く、量的には充足。

＜資料５＞ 住宅ストック数の状況

330
223 216

269 323 288 226

110
34 -21 -63

-200

0

200

400

S45～50 50～55 55～60 60～H2 2～7 7～12 12～17 17～22 22～27 27～32 32～37

（万世帯）

5年ごとの世帯数の伸びの推移【Ｈ17年以降は推計値】

◇人口は２００６年をピークに減少に転じる。
◇世帯数は２０１５年まで増加を続けるものの、２００５年以降、世帯増加が急激に鈍化。

（いずれも推計による）

◇人口は２００６年をピークに減少に転じる。
◇世帯数は２０１５年まで増加を続けるものの、２００５年以降、世帯増加が急激に鈍化。

（いずれも推計による）

＜資料６＞ 人口・世帯数の推移及び将来推計
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(H32)
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(H37)

（千世帯）

100000

110000

120000

130000

140000

150000

（千人）

実績値 推計値

人口ピーク
（2006年）
▼

世帯数ピーク
（2015年）
▼

人口

一般世帯

（資料）実績値：国勢調査［総務省］
推計値：日本の将来推計人口（２００２年１月推計）、日本の世帯数の将来推計［全国推計］（２００３年１０月推計）

［国立社会保障・人口問題研究所］
３



60,697
60,934

61,155
61,31761,446 61,574

62,29562,30462,24462,11162,01761,95261,82761,698

62,252

64,815
64,65064,520

64,329
64,16163,996

63,819
63,621
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63,167

62,914

65,047 65,183 65,315 65,392

121,000

122,000
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128,000

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

60,000

61,000

62,000

63,000

64,000

65,000

66,000
総人口

男性

女性

（千人）

（資料）人口推計（総務省統計局）より作成

◇男性人口が、２００４年推計においてマイナスに転じた。◇男性人口が、２００４年推計においてマイナスに転じた。

＜資料７＞ 男女別の人口の推移

253

237

246

221

136

8

132

52

165

124

168

129

191

125

130

65

165

94

208

162

77232177198女性増加人数（千人）

▲9133128129男性増加人数（千人）

【耐震性不十分な住宅ストック（推計）】

＜資料８＞ 住宅の耐震化の状況

◇既存住宅ストック（約４７００万戸）のうち、約１／４に当たる約１，１５０万戸が耐震性不十分（推計）。◇既存住宅ストック（約４７００万戸）のうち、約１／４に当たる約１，１５０万戸が耐震性不十分（推計）。

（資料）平成１５年住宅・土地統計調査（総
務省）、「耐震性不十分」戸数は、国土交通
省推計

新耐震基準（S56）以前の建築

(37%)耐震性不十分
約１,１５０万戸

（約２５％）

805万戸

(17%)

954万戸

(20%)

2,807万戸

(58%)

220万戸

(5%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住宅総戸数

(4,686万戸)

Ｓ４５以前 Ｓ４６～Ｓ５５ Ｓ５５～Ｈ１５ 不明

阪神・淡路大震災における被害状況

※警察庁調べ（平成７年４月２４日現在）

建築物の全壊・半壊 建築物の焼失

約２５万棟 約７，５００棟

倒壊による死者数 火災による死者数

４，８３１人
全死者数の
８８％

※
５５０人

全死者数の
１０％

※

大規模地震の被害想定（中央防災会議）

東海地震の
被害想定

東南海・南海地震
の被害想定

首都直下地震
の被害想定

被害想定
（死者数）

うち揺れによ
る死者数

その他に
よる死者数

約９，２００人

約６，７００人

約２，５００人 約９，６００人

約３，３００人

約１２，９００人約１７，８００人

約６，６００人

約１１，２００人
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【「地震時等において大規模な火災の可能性があり
重点的に改善すべき密集市街地」の分布状況】

【東京】 2,339ha 【大阪】 2,295ha

◇密集市街地のうち、特に、防災上危険な市街地が全国で約8,000ｈａ、うち東京に2,339ha、大阪に
2,295ha存在しており、早急な解消が必要。

＜資料９＞ 密集市街地の状況

事業着手の目途
が立っていない

700ha

事業中等だが
１０年以内解消
には工夫必要

2,700ha

事業により１０年
以内に解消見込み

４，６００ha

取組強化が必要
３，４００ha

個別建替等
により１０年
以内に解消

見込み
12,000ha

重点
密集

市街地
8,000

ha密集市街地
20,000ha

【密集住宅市街地の現状と整備の見通し（全国）】

（資料）「地震時等において大規模な火災の可能性
があり重点的に改善すべき密集市街地」における
改善施策について（平成１７年１月）［国土交通省］

◇住宅を対象とした侵入盗犯罪（注１）は、増加傾向。特に、戸建住宅対象の侵入盗が多い。◇住宅を対象とした侵入盗犯罪（注１）は、増加傾向。特に、戸建住宅対象の侵入盗が多い。

190,473 189,336 161,883 154,074 134,492合計

H15H14H13H12H11

（資料）平成15年の犯罪［警察庁］

（注１）住宅を対象とした侵入盗とは、空き巣ねらい、忍込み及び居空きを指す
（注２）「中高層住宅」は、4階建て以上の共同住宅を指す

80,724 84,195
91,659

107,650 109,709

20,796
33,308 30,386 34,407 32,67131,369

38,455
45,855 46,66634,862

1,603 1,709 1,4271,4241,383
0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H11 H12 H13 H14 H15

(件） 一戸建て住宅 中高層住宅 その他住宅 併用住宅（注２）

＜資料１０＞ 住宅を対象とした侵入盗犯罪件数の推移
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13.4%

17.3%

21.5% 22.8%

0%

10%

20%

30%

2000年度
（Ｈ１２年度）

2001年度
（Ｈ１３年度）

2002年度
（Ｈ１４年度）

2003年度
（Ｈ１５年度）

平成11年省エネ基準対応

【住宅性能表示制度における省エネルギー基準適合率の推移】

（資料）国土交通省調べ（２００３年度は暫定集計値）

◇新築住宅の平成11年省エネ基準への適合率は、順調に上昇し、平成１５年度では約２割となって
いるが、京都議定書目標達成計画で定められた、新築住宅の省エネ基準達成率５割（平成20年）
の達成に向け、住宅の省エネルギー化を推進する必要がある。

◇新築住宅の平成11年省エネ基準への適合率は、順調に上昇し、平成１５年度では約２割となって
いるが、京都議定書目標達成計画で定められた、新築住宅の省エネ基準達成率５割（平成20年）
の達成に向け、住宅の省エネルギー化を推進する必要がある。

＜資料１１＞ 住宅の省エネルギー化の状況

◇我が国の滅失住宅の平均築後経過年数は、約３０年と、欧米諸国に比べ短い。◇我が国の滅失住宅の平均築後経過年数は、約３０年と、欧米諸国に比べ短い。

＜資料１２＞ 滅失住宅の平均築後経過年数

75

44
31

0

20

40

60

80

日本 アメリカ イギリス

（年）

※滅失住宅について、滅失までの期間を推計

（資料）○日本：住宅・土地統計調査（1993年、1998年）
○アメリカ：American Housing Survey （1987年、1993年）
○イギリス：Housing and Construction Statistics （1981年、1991年）
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農業
23%

鉄鋼業
7%

化学工業
4%

鉱業
3%

その他
14%

パルプ･紙･紙
加工品製造業

7%

電気･ガス･熱
供給･水道業

23%

建設業
19%

7,600万ｔ

公共土木
61%

建築
（新築・
改築）
14%

民間土木
4%

建築
（解体）

21%

1,800万ｔ

1,200万ｔ

平成13年度
40,000万ｔ
(100.0%)

平成14年度
8,500万ｔ
(100.0%)

（資料）平成14年度建設副産物実態調査結果［国土交通省調査］

住宅：約450万ｔ
新築・改築の38％

※１

住宅：約1，110万ｔ
解体の62％

※２

◇約４億トンの産業廃棄物のうち、住宅関連は約1，600万トン（4％）と推計され、住宅分野においても
産業廃棄物の削減が必要。

◇約４億トンの産業廃棄物のうち、住宅関連は約1，600万トン（4％）と推計され、住宅分野においても
産業廃棄物の削減が必要。

（資料）産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成13年度）
［環境省調査］

※１：平成14年度建築着工統計に基づく着工ベースでの推計
※２： 〃 滅失ベースでの推計

＜資料１３＞ 住宅関連の産業廃棄物の状況

◇２０１５年には高齢者がいる世帯が４割を超え、そのうち、約６割が高齢者の単身又は夫婦のみの世
帯になると推計されている。

◇２０１５年には高齢者がいる世帯が４割を超え、そのうち、約６割が高齢者の単身又は夫婦のみの世
帯になると推計されている。

566.4

470.9

386.1

303.2

220

613.6

542

469.5

385.4

294

581.6

527.7

482

425

325.6

359.2

393.3

390.9

2960.4

3114.1

3173.1

3173.7

3112352.8 411.2

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000 4500 5000 5500

2015年

2010年

2005年

2000年

1995年

（万世帯）

その他65歳以上の世帯員がいる世帯
その他の一般世帯

単独 夫婦 その他

1,278 (29.1%)

1,505 (32.2%)

1,731 (35.3%)

1,900 (37.9%)

2,087 (41.4%)

高齢者世帯（世帯主が65歳以上）

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2003年10 月推計）」及び国勢調査より国土交通省推計

【高齢者がいる世帯（推計）】
※高齢者が世帯主である世帯＋その他65歳以上の高齢者世帯員がいる世帯

＜資料１４＞ 高齢者世帯の将来推計
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73.3%13.3%11.8%12.4%26.7%2.7%全体
（参考）

Ｈ１０

Ｈ１５

廊下等が車椅子
で通行可能な幅
（※）

段差のない室内手すり

(2カ所以上)

85.7%5.6%9.3%5.4%14.3%1.5%借家

65.9%12.9%17.6%21.1%34.1%4.3%持家

72.1%10.6%15.0%16.2%27.9%3.4%全体

どれも備えて
いない

高齢者のための設備等

どれか1つ
でも対応

全て対応

（資料）平成１５年住宅需要実態調査［国土交通省］

２点に対応
６．５％（Ｈ１５・全体）

※Ｈ１０調査とＨ１５調査で選択肢の表現が異なり、単純比較は困難

◇「手すりの設置」「段差の解消」「広い廊下幅の確保」といった基本的なバリアフリー化がなされた
住宅は全住宅の約３％しかない。

◇特に、借家における対応が立ち遅れ。

◇「手すりの設置」「段差の解消」「広い廊下幅の確保」といった基本的なバリアフリー化がなされた
住宅は全住宅の約３％しかない。

◇特に、借家における対応が立ち遅れ。

＜資料１５＞ 住宅のバリアフリー化の状況

0

1

2

3

4

5

昭和22年
(1947)

　　27年
(1952)

　　32年　
(1957)

　　37　
(1962)

　　42年
（1967)

　　47年
（1972)

　　52年
（1977)

　　57年
（1982)

　　62年
（1987)

　　平成４年
（1992)

　　９年
（1997)

　　14年
（2002)

昭和22年
4.54

平成15年
1.29

昭和41年（丙午）
1.58

資料：厚生労働省「平成15年人口動態統計」より作成

＜資料１６＞ 合計特殊出生率の推移

◇平成15年の合計特殊出生率は、１．２９と戦後最低水準にとどまる。◇平成15年の合計特殊出生率は、１．２９と戦後最低水準にとどまる。
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◇戸当たり床面積は、持家と借家の平均で見ると、欧米水準並みとなっているが、借家は低水準。◇戸当たり床面積は、持家と借家の平均で見ると、欧米水準並みとなっているが、借家は低水準。

＜資料１７＞ 戸当たり床面積の国際比較（壁心換算値）
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〈資料〉日本：平成15年住宅・土地統計調査
アメリカ：American Housing Survey for the United States 2001 
イギリス：English Housing Condition Survey2001 （データはイングランド）
フランス：enquete Logemant 2002, insee
ドイツ：Federal Statistical Office Germany2002（データは1998）

11.5%

11.5%

15.2%

14.5%

30.9%

30.3%

28.6%

29.0%

10.9%

11.7%

2.9%
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平成１５年住調（速報）

平成１０年住調

１４分以下 １５～２９分 ３０～５９分 ６０～８９分 ９０～１１９分 １２０分～

【近年の推移（住宅・土地統計調査）】
関東大都市圏

（資料）住宅・土地統計調査［総務省］

◇東京都心３区への通勤時間は、改善の傾向が見られるものの、依然として通勤時間が長い。
◇平成15年住宅・土地統計調査においても前回調査に対して改善の兆しが見えるものの、関東大都

市圏においては１時間以上の通勤者が全体の４０％以上を占めている。

（資料）大都市交通センサス

【東京都心３区への通勤時間1時間以内の割合】

＜資料１８＞ 通勤時間の状況
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◇世帯類型別に見ると、 ６５歳以上の単身及び夫婦の持家世帯の５４％が１００㎡以上の広い住

宅に住む一方で、４人以上家族の２９％が１００㎡未満の住宅に住むなど住宅ストックと居住ニー
ズのミスマッチが見られる。

◇世帯類型別に見ると、 ６５歳以上の単身及び夫婦の持家世帯の５４％が１００㎡以上の広い住

宅に住む一方で、４人以上家族の２９％が１００㎡未満の住宅に住むなど住宅ストックと居住ニー
ズのミスマッチが見られる。

資料）平成１０・１５年 住宅・土地統計調査【総務省・統計局】（居住室の畳数からの推計値）

世帯類型別床面積構造（平成１５年）

0 100 200 300 400 500 600

65歳未満の単身

65歳以上の単身

高齢夫婦

その他の２人世帯

３人世帯

４人世帯

５人以上世帯

万世帯

～４９㎡ ５０㎡～６９㎡ ７０㎡～９９㎡ １００㎡～１４９㎡ １５０㎡～

６５歳以上の単身及び夫婦の持
家住宅の５４％は１００㎡以上（
３１３万世帯）

６５歳以上の単身及び夫婦の持
家住宅の５４％は１００㎡以上（
３１３万世帯）

４人以上世帯の持家住宅の２９
％は１００㎡未満（２９４万世帯）

４人以上世帯の持家住宅の２９
％は１００㎡未満（２９４万世帯）

＜資料１９＞ 住宅ストックと居住ニーズのミスマッチ
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(41.9)

住宅地：H16年
156.3
(69.7)

（指数：昭和52年=100）

◇全国的に見ると、地価は下落傾向が継続。
◇東京都区部都心部においては地価上昇等の地点数が増えているなど、三大都市圏の都市部等

では地価の下げ止まり傾向がみられる。

◇全国的に見ると、地価は下落傾向が継続。
◇東京都区部都心部においては地価上昇等の地点数が増えているなど、三大都市圏の都市部等

では地価の下げ止まり傾向がみられる。

【全国の地価の推移】 【東京都区部都心部における地価
上昇等の地点数の割合(住宅地）】

＜資料２０＞ 地価の状況

注１）住宅地及び商業地は、昭和５２年都道府県地価調査を１００とし、
各年の数値を指数化したものである。

注２）（ ）内はピーク時を１００とした場合の指数である。

（資料）都道府県地価調査［国土交通省］
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◇核家族化、少子化の進展により、平均世帯当たり人数は大幅に減少。
◇最も多い世帯類型は単身世帯であり、２人世帯とあわせると５割以上を占める。

◇核家族化、少子化の進展により、平均世帯当たり人数は大幅に減少。
◇最も多い世帯類型は単身世帯であり、２人世帯とあわせると５割以上を占める。
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（資料）平成12年国勢調査［総務省］

＜資料２２＞ 世帯人数構成の推移
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延べ面積１㎡あたり家賃：右軸

（住宅・土地統計調査より）

◇家賃・地代や延べ面積１㎡あたり家賃は、平成５年頃まで逓増し、その後は横ばいの状況。
◇築後年数の経過による１㎡あたり家賃の下落率は、ゆるやかである。

◇家賃・地代や延べ面積１㎡あたり家賃は、平成５年頃まで逓増し、その後は横ばいの状況。
◇築後年数の経過による１㎡あたり家賃の下落率は、ゆるやかである。

【民営借家における家賃の推移】

＜資料２１＞ 民営借家の家賃の状況

注１）「家賃・地代」は、昭和52年の値を100とし、各年の数値を指数
化したものである。また、民営借家全体における全国の勤労者
世帯の平均であり、住宅面積、構造、建築時期及び入居時期
は様々である。

注２）「延べ面積１㎡あたり家賃」は、専用住宅の民営借家（非木
造）における全国の平均であり、建築時期及び入居時期は
様々である。

（資料）家賃・地代：「家計調査」（総務省）
延べ面積１㎡あたり家賃：「住宅・土地統計調査」（総務省）

【民営借家における築後年数別の家賃・木造率】
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築後年数（年）

19～23 24～33 34～43 44～53 54～

木造率

述べ面積１㎡当たり家賃
(木造+非木造)

※築後年数19年以上は家賃の下落率が大きいが、同時期から木造率も上がっている。ま

た、民営借家全体では木造より非木造の方が約1.6倍家賃が高い。このことから、非木造

のみの築後年数19年以上における家賃の下落率は、もっとゆるやかになると推測される。

注１）データは全国（専用住宅）
注２）延べ面積１㎡当たりの家賃は、建築時期別と構造別（木造・非

木造）のクロス集計はない。
注３）構造別の延べ面積１㎡あたりの家賃

民営借家のうち木造：1,079円/㎡、民営借家のうち非木造：
1,635円/㎡

（資料）平成１５年住宅・土地統計調査（総務省）



◇転職率、フリーターの数は、ともに増加傾向。◇転職率、フリーターの数は、ともに増加傾向。

＜資料２４＞ 転職率、フリーター数の推移

（資料）総務省「平成14年就業構造基本調査結果」
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（資料）内閣府「少子化の状況及び少子化に対処するために
講じた施策の概況に関する年次報告」

（％）
（万人）

１２

◇持家を好む者が多いが、借家を好む者やこだわらない者も４分の１程度存在。
◇郊外居住を好む者が多いが、街なか居住や都心居住に対するニーズも多い。

◇持家を好む者が多いが、借家を好む者やこだわらない者も４分の１程度存在。
◇郊外居住を好む者が多いが、街なか居住や都心居住に対するニーズも多い。

64% 5% 19% 12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

持家 借家 こだわらない 不明

２４％【住まいに関する意向（所有関係）】

（資料）平成１５年住宅需要実態調査［国土交通省］

＜資料２３＞ 多様な居住ニーズの例

28% 19% 7% 7% 13%26%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

郊外 街なか・都心 田園 その他 こだわらない 不明

【住まいに関する意向（立地）】
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民間ｼｪｱ

公庫ｼｪｱ

◇近年の公庫融資業務の縮減、民間ローンの増加に伴い、公庫新規融資のシェアは、急激に減
少している。

◇近年の公庫融資業務の縮減、民間ローンの増加に伴い、公庫新規融資のシェアは、急激に減
少している。

(%)

＜資料２６＞ 住宅ローン新規貸出額の推移

１３

◇大都市圏を対象とした住宅・住宅地の供給計画体系を導入した平成２年当時の住宅取得環境の
悪化は、大幅に改善されている。

◇大都市圏の世帯数増加は、ペースが鈍化するものの、当面は継続。
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【首都圏の住宅価格の年収倍率】

（資料）国立社会保障・人口問題研究所
「日本の世帯数の将来推計（都道府県別
推計（2005年8月））」

＜資料２５＞ 大都市圏における住宅取得環境と住宅需要の動向

741万世帯【2015年】728万世帯近畿圏

348万世帯【2020年】332万世帯中部圏

1,617万世帯【2020年】1,524万世帯首都圏

5,048万世帯【2015年】4,904万世帯全国

世帯ピーク年次と世帯数2005年世帯数圏域名



買取申請件数の推移
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＜資料２８＞ 証券化ローンの買取申請件数の推移

◇証券化ローンの買取申請件数の実績は、周知活動の強化、金利の引下げ等により、平
成１６年度後半から急拡大している。

◇証券化ローンの買取申請件数の実績は、周知活動の強化、金利の引下げ等により、平
成１６年度後半から急拡大している。

（資料）国土交通省作成

１４

注）公庫融資以外の公的融資が別途あるため、民間・公庫シェアの合計は100%とならな
い。

（資料）金融経済統計月報（日本銀行）等

1 2 1 1
2

11 9

6

3
2

15 14

17
20 19

0

5

10

15

20

25

30

35

40

H11 H12 H13 H14 H15

（兆円）
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民間金融機関
（長期固定金利）公庫（長期固定金利）

注）長期固定金利は、全期間固定金利又は10年超の固定金利である。
（資料）金融経済統計月報（日本銀行）、平成15年度民間住宅ローンの実態に関する調査（国土交通省）その他から作成

◇公庫融資が減少する一方、変動・短期固定の民間ローンが増えているが、長期固定の民間ローン
の増加につながっていない。

◇公庫融資が減少する一方、変動・短期固定の民間ローンが増えているが、長期固定の民間ローン
の増加につながっていない。
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＜資料２７＞ 変動・短期固定ローンと長期固定ローン別の新規貸出額の推移



◇住宅・土地統計調査による中古住宅流通量は平成１５年で１７．５万戸（推計値）。我が国の住宅
市場は新築住宅中心の市場であり、中古住宅流通などのストック活用が未成熟。

◇我が国の住宅投資に占める住宅リフォームの割合は、欧米諸国と比較して小さい。

◇住宅・土地統計調査による中古住宅流通量は平成１５年で１７．５万戸（推計値）。我が国の住宅
市場は新築住宅中心の市場であり、中古住宅流通などのストック活用が未成熟。

◇我が国の住宅投資に占める住宅リフォームの割合は、欧米諸国と比較して小さい。

＜資料３０＞ 中古住宅流通・住宅リフォームの国際比較

【住宅投資に占める住宅リフォーム割合の国際比較】【中古住宅市場の国際比較】
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◇住宅金融公庫が金利優遇や融資額の割増、技術基準への適合を要件化することにより、住宅の質
の確保に大きく貢献してきた。

◇住宅金融公庫が金利優遇や融資額の割増、技術基準への適合を要件化することにより、住宅の質
の確保に大きく貢献してきた。

＜資料２９＞ 住宅金融公庫の融資住宅のうちバリアフリー等の基準を満たす住宅のシェア
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（資料）住宅投資のＧＤＰ比
日本：内閣府「国民経済計算年報（平成17年版）｣
その他：National Accounts of OECD countries 2005

住宅投資のうちリフォームの割合
日本：（財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターによる推計値
アメリカ：Census ｏｆ Construction Industries
イギリス、フランス、ドイツ：ユーロコンストラクト資料
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※（　）内は全住宅取引量（新築住宅

着工戸数＋中古住宅取引数）に占め

る中古住宅流通量の割合

（資料）日本：住宅着工統計、平成15年住宅・土地統計調査
アメリカ：Statistical Abstract of the U.S. 2004-2005
イギリス：Housing Statistics 2004

（中古住宅流通戸数は、イングランド及びウェールズのみ）
フランス：Annuaire Statistique de la France edition 2004

公共事業・交通・住宅・海事省ホームページ http://www.eqipment.gouv.fr/
ドイツ：連邦統計局ホームページ http://www.destatis.de/



【世帯状況】 【借家ストック状況】 【都市型誘導居住水準】

延床面積別住戸数

（万世帯） （万戸）

６人以上 12.8 １５０㎡～ 15.2 ５人世帯１０４㎡

５人 53.3 １００～１４９㎡ 41.3 ４人世帯９１㎡

４人 191.3 　７０～　９９㎡ 154.2 ３人世帯７５㎡

３人 259.1 　５０～　６９㎡ 465.9 ２人世帯５５㎡

２人 392.5 　３０～　４９㎡ 589.8

１人 807.7  ファミリー向けストック不足 　　　～　２９㎡ 450.2

計 1,716.6 305.8 万戸 計 1,716.6

【世帯状況】 【借家ストック状況】 【都市型誘導居住水準】

延床面積別住戸数

（万世帯） （万戸）

６人以上 6.0 １５０㎡～ 5.5 ５人世帯１０４㎡

５人 25.7 １００～１４９㎡ 17.1 ４人世帯９１㎡

４人 98.8 　７０～　９９㎡ 75.8 ３人世帯７５㎡

３人 140.5 　５０～　６９㎡ 239.1 ２人世帯５５㎡

２人 230.3 　３０～　４９㎡ 335.3

１人 473.5  ファミリー向けストック不足 　　　～　２９㎡ 302.1

計 974.9 172.6 万戸 計 974.9

210.7

全国・借家

271.0
98.4

うち三大都市圏・借家

世帯人員別世帯数

世帯人員別世帯数

516.5

◇大都市圏を中心に子育てファミリー世帯に適した賃貸住宅ストックが不足している。◇大都市圏を中心に子育てファミリー世帯に適した賃貸住宅ストックが不足している。

＜資料３２＞ 子育てファミリー向け賃貸住宅の不足

Ｈ１5住宅・土地統計調査
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（件）

◇リフォームに関する相談件数は年々増加している。◇リフォームに関する相談件数は年々増加している。

＜資料３１＞ リフォームに関する相談件数の推移

【（財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターにおける
リフォームに関する相談受付の状況（累積）】

（資料）国土交通省作成

（注：集計区分の都合によ
り、50～55㎡のストック数

は判別できない）

（注：集計区分の都合によ
り、50～55㎡のストック数

は判別できない）

１６



◇少子高齢化の進展等の社会経済情勢の変化の中で、高齢者世帯の増加に加え、母子世帯、ＤＶ
被害者等の住宅困窮者の多様化、増加が見られる。

＜資料３４＞ 社会的弱者の多様化の状況

○障害者数は増加傾向。また、障害者の居住場所は、在宅が９割、施設・病院が１割。

（資料）障害者の生活実態（平成10年度東京都社会福祉基礎調査）
※東京都全体については、平成10年住宅・土地統計調査（総務庁統計局）

（0.6％）
2.9％9.9％2.4％施設

（41.5％）40.7％58.5％59.5％持ち家

（41.6％）
1.7％

25.9％
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8.6％

3.2％

13.5％

民間賃貸

一戸建

アパート・マンション等

（9.1％）20.4％16.9％18.4％公営・公団・公社

1.1％

1.8％

知的障害者

1.6％

1.2％

身体障害者

6.7％

0.5％

精神障害者

その他

（4.9％）社宅など

東京都全体※

【障害者の居住場所（東京都）】
○障害者は、公的賃貸住宅に居住する割合が相対的に高い。

１３３３（４１（Ｈ８）⇒）４６（Ｈ１２）知的障害者（児）

３５２２４（２０４（Ｈ１１）⇒）２５８（Ｈ１４）精神障害者

６５６

（３１８（Ｈ８）⇒）３５２（Ｈ１３）

総数

５９０

３３３

在宅

６７合計

１９身体障害者（児）

施設（入院）

（資料）厚生労働省「身体障害者・児実態調査」（平成13年）、「社会福祉施設等調査」（平成12年）、「知的障害者（児）基礎調査」、「患者調査」（平成14年）等

【障害者の数及び居住場所】 （万人）

【参考】

① 障害者①① 障害者障害者
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平成16年末現在 約466万戸（居住人口約1,200万人）

◇マンションの総ストックは、平成16年末現在466万戸に上り、国民の約１割に相当する約1,200万人
が居住している 。

◇マンションの総ストックは、平成16年末現在466万戸に上り、国民の約１割に相当する約1,200万人
が居住している 。

（注）１．新規供給戸数は、建築着工統計等を基に推計した。
２．ストック戸数は、新規供給戸数の累積等を基に、各年末時点の戸数を推計した。
３．ここでいうマンションとは、中高層（３階建て以上）・分譲・共同建で、鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート又は鉄骨造の住宅をいう。
４．マンションの居住人口は、平成１２年国勢調査による１世帯当たり平均人員2.67を基に算出した。

＜資料３３＞ 全国のマンションストック戸数



○ＤＶ被害者の数は年々増加。
○都内某施設入所者の退所後の移動先の例を見ると、住宅（アパート）を確保した者は２割しかいない一方で、住込みと

福祉施設の合計が４割を占めている。

配偶者からの暴力の検挙状況の推移

出典：警察庁資料

（件）

都内某施設（婦人保護施設）入所者の退所後の移動先

福祉施設※

住込み

アパート
その他

帰郷

帰宅

36
15.9%

10
4.4%

43
18.9%

81
35.7%

47
20.1%

10
4.4%

（都内施設の5年間の退所者の異動先の事例、DV被害者以外を含む）

（※女性相談センター、母子生活支援施設、更正施設、老人施設、生活保護施設）

出典：都内婦人保護施設資料

（都内施設の5年間の退所者の移動先の事例、ＤＶ被害者以外を含む。）
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② 母子世帯・父子世帯②② 母子世帯・父子世帯母子世帯・父子世帯

出典：厚生労働省「全国母子世帯調査」より

○父子世帯数は横ばいだが、母子世帯数は増加傾向。

37.9

17.1

22.4

4.7

18.5

12.6

12.6

15.6 34.1

6.8
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1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子世帯
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家計 仕事 住居 健康 家事 その他

出典：厚生労働省（平成10年）

○母子世帯の18.5％、父子世帯の12.6％が生活上の問題とし

て「住宅」をあげている。



47.3%

42.3%

30.9%

20.9%

17.3%

9.5%

5.9%

27.7%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

外国人は不可

単身の高齢者は不可

高齢者のみ世帯は不可

障害者のいる世帯は不可

小さい子どものいる世帯は不可

一人親世帯は不可

男性は不可

その他

無回答

【入居者限定の有無】

◇民間賃貸住宅経営者の約４分の１が入居者を限定。
◇入居者限定は、高齢者、障害者、小さい子供のいる世帯などの社会的弱者が対象となっている

場合が多い。

◇民間賃貸住宅経営者の約４分の１が入居者を限定。
◇入居者限定は、高齢者、障害者、小さい子供のいる世帯などの社会的弱者が対象となっている

場合が多い。

（資料）（財）日本賃貸住宅管理協会が貸家経営者を対象に行ったアンケート調査（平成14年6月）

【入居者限定の内容】

25.3% 58.7% 16.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

限定している 限定していない 無回答

＜資料３６＞ 民間賃貸住宅の入居者限定の状況
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平均民間家賃

平均近傍同種家賃

入居者の平均家賃

（注）「平均民間家賃」：平成15年住宅・土地統計調査による民営借家の平均戸当たり家賃額

　　　「平均近傍同種家賃」：公営住宅法に定める市場家賃相当の戸当たり家賃額

　　　「入居者の平均家賃」：実際に公営住宅入居者が支払っている戸当たり家賃額

（資料）総務省「平成15年住宅・土地統計調査」より作成

◇ 公営住宅の家賃は、民営借家と比較して相当程度低額なものとなっている。
◇また、近傍同種住宅家賃が市場家賃と乖離している場合もあり、このような場合には収入超過者

に課される割増家賃がその自主的な退去を促すインセンティブとして十分に働かない場合もある。

＜資料３５＞ 公営住宅と民間借家の家賃の比較
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◇ニュータウンにおいては、開発時に同世代の人たちが大量に入居し、住替えが進まなかったことか
ら、住民の高齢化が徐々に進み、開発時期の古いニュータウンでは、ある時期を境に高齢者率が
急上昇している。

＜資料３８＞ ニュータウンにおける高齢化率・少子化率

２０

東京、大阪、ニューヨーク、パリ都市圏の比較（１９９０年）

注１）東京都資料等による
注２）（ ）内は、東京圏（東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県）、都心４区を１として比較した場合の比率

＊昼夜間人口比については、大阪都心3区については１９９５年、マンハッタンは１９８８年、パリ市は１９８２年
注３）青字は２０００年におけるデータ
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◇東京圏は、諸外国の主要都市と比べると、圏域人口の人口密度が高いにもかかわらず、都心地域
の人口密度が低く、空洞化現象が顕著となっている。

＜資料３７＞ 大都市圏中心部の居住人口の国際比較



ＤＩＤ（人口集中地区）の面積と人口の推移（全国）
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◇ 昭和４５年から平成１２年までの３０年間に、ＤＩＤ（人口集中地区）の面積は約９割増加する一方、
人口密度は約３／４に減少。

＜資料４０＞ ＤＩＤ（人口集中地区）の面積と人口の推移

※三大都市圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）以外の地域における
人口２０万人以上の都市（政令指定都市を除く）を対象として国勢調査を集計。 ２１

公共施設の地域別立地状況
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公共施設の郊外移転状況

◇病院・学校・市役所等の公共サービス施設が郊外へと移転。

＜資料３９＞ 公共施設の郊外移転状況

・調査対象：６６６市（政令市を除く全市）のうち、回答のあった５５１市
・調査方法：郵送による配布・回収方式
・調査期間：平成16年1月19日～2月20日



【人口減少地域における課題】

（資料）地方“兼居”の構想
地方財政2004年7月号

◇地方の空き家は２０２０年には約２割に達するとの予測もある。
◇人口減少地域においては、住宅の荒廃、老朽家屋の増加が懸念される。

＜資料４２＞ 地方における空き家戸数予測と課題

いずれも、「二地域居住」の意義とその戦略的支援策の構想（図表編）（国土計画局）より

【地方における空き家戸数予測】

２２

◇地方都市の中心市街地では平面駐車場や空地・空き店舗等が増加。

＜資料４１＞ 地方都市の中心市街地における空地・空き店舗等の件数の推移

（資料）低・未利用地の利用状況の変遷に関する経年的実態調査（平成12年度 国土交通省土地・水資源局）
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Ⅱ．成果指標の具体的な検討イメージ

１．「良質な性能、住環境及び居住サービスを備えた住宅ストックの形成」の状況を示す指標
＜住宅性能＞

指標等の例 現行計画での目標等 現 状 検討の方向性

住宅性能水準 耐震性等・防火性・耐久性 － 「防犯」の記述の充実など、※

・維持管理配慮・省エネル 社会情勢の変化に対応した見
※住宅に求められる基 ギー性・保健性（ｼｯｸﾊｳｽ対 直しを行い、引き続き提示
本的性能の指針 策等 ・開放性・遮音性・）

高齢者等配慮・その他（防
犯等）の10項目について、
定性的水準を提示

新耐震基準 S56基準 なし 75％【H15：住宅・土地統計 目標案：H27に90％（ ）
に適合する住宅ストッ 地震防災戦略（H17年 調査等から推計】
クの比率 ３月・中央防災会議決

定）では、H27に90％
が目標

新築住宅における次世 なし 23％【H15：住宅性能表示制 目標案：H20に50％
代省エネ基準（H11基 京都議定書目標達成計 度の実績】
準）の適合率 画(H17年４月閣議決

定)では、H20年に50％
が目標

一定の省エネ対策（要 なし － ストック全体の状況把握の可
検討）を講じた住宅ス 能性を考慮して、指標・目標
トックの比率 のあり方を検討

参考：二重サッシ等の使用率
：20％【H15：住宅・土地統 参考：検討候補の指標例：
計調査】 二重サッシ等の使用率

バリアフリー化３点セ H27に20％ 3.4％ 【H15：住宅需要実態 目標案：ストック 高齢者の※

ット（２箇所以上の手 調査】 全体でH27に20％ 居住する
すりの設置・段差のな 現行計画と同様 住宅にお（ ）
い室内・廊下等の幅が ※居住者が回答する現行調査 ける目標
車椅子で通行可能）を 方法では 「廊下幅」の調査 なお、実績値のよ も検討、
満たす住宅ストックの 結果と客観的実態との乖離が り正確な把握・推
比率 見られる 計方法を検討

一定のバリアフリー化 なし － ストック全体での
（要検討）がなされた 指標・目標を検討
住宅ストックの比率 参考：居住者の個別事情に 参考：高齢者対応改善工事の

応じた高齢者対応改善工事 実施量のストック比率：4.4
の実施量のストック比率： ％強【H13～15累計：住宅・
H13～27累計で20％ 土地統計調査】※

※H12以前工事や新築時対
応で同レベルのものがカウ
ントされず、ストックの全
体像を示していない

２３



指標等の例 現行計画での目標等 現 状 検討の方向性

住環境水準 安全性・利便性・快適性・ － 具体的尺度例の充実を検討※

持続性の４分野について、 し、引き続き提示
※地域の実情に応じた 項目と具体的尺度例を提示
良好な住環境の確保の
ための指針

緊急に改善すべき密集 密集状況・延焼危険性等か 合計：20,000ha 同様の基準を引き続き提示
住宅市街地 ら基準を提示し、該当する 1)個別建替等により10年以内 し、該当する市街地の速やか

市街地の速やかな解消に努 に解消の見込み：12,000ha な解消に努める（現行計画と
める 2)重点的整備必要：8,000ha 同様）

都市再生プロジェクト 2-1)事業実施により10年以
第３次決定（平成13年 内に解消見込み：4,600ha なお、整備進捗状況の迅速な
12月・都市再生本部決 2-2)事業中等だが10年以内 把握方法を検討
定）では、特に大火の 解消には工夫必要：2,700ha
可能性の高い危険な密 2-3)事業着手の目途が立っ
集市街地8,000haにつ ていない：700ha
いて、10年間で最低限 【H17：国土交通省調べ】
の安全性確保が目標

良好な居住サービスが なし － 指標・目標のあり方を検討
享受できる「都心居住
・街なか居住」の進捗
状況（要検討）

＜住環境・居住サービス＞

２．「多様な居住ニーズの適時適切な実現」の状況を示す指標
＜世帯人数に応じた規模の確保＞

２４

指標等の例 現行計画での目標等 現 状 検討の方向性

誘導居住水準 達成率 ①H27に全国で２／３達成 全国：52％ 目標案：全世帯で ファミリ※

②H22に全都市圏で１／２ 関東大都市圏：44％ ①H27に全国で ー世帯に
※住宅ストックの質の 達成 全国：3人以上世帯：42％ ２／３達成 おける目（ ）
向上を図る上での指針 H15：住宅・土地統計調査 ②H22に全都市圏 標も検討【 】
世帯人数毎の面積等 で１／２達成（ ）

（ ）現行計画と同様

最低居住水準 未満率 特に、大都市圏の借家居 全国：4.2％ 目標案：全世帯で※

住世帯に重点を置いて、水 関東大都市圏の借家：13％ 水準未満世帯の解（ ）
※健康で文化的な住生 準未満世帯の解消に努める 全国：3人以上世帯：4.3％ 消に努める（ ）

【 】 （ ）活の基礎として不可欠 H15：住宅・土地統計調査 現行計画と同様
な水準（世帯人数毎の
面積等）

規模別住宅ストック構 H27に 100㎡（80㎡）以上：40％ 平均世帯人数の予想以上の縮
造 ①100㎡(共同住宅80㎡)以 50㎡（40㎡）以上：81％ 小等を踏まえて、提示方法の※

上が50％ H15：住宅・土地統計調査 妥当性を検証【 】
※居住水準目標達成に ②50㎡(共同住宅40㎡)以上
必要なストック構造 が80％

指標等の例 現行計画での目標等 現 状 検討の方向性

新築住宅における住宅 なし 12％【H15：国土交通省調べ 目標値を検討
性能表示実施率 及び住宅着工統計】 なお、必要な情報の収集体制

を整備

＜住宅選択時の安心感の確保＞



指標等の例 現行計画での目標等 現 状 検討の方向性

不合理な入居選別のな なし － 指標・目標のあり方を検討
い住宅ストック量
（要検討） 参考：入居制限をしていない

家主の比率：75％【H14：
（財）日本賃貸住宅管理協会
調べ(家主へのアンケート調
査)】

指標等の例 現行計画での目標等 現 状 検討の方向性

長期固定住宅ローンの なし － 指標のあり方を検討
供給状況等（要検討)

指標等の例 現行計画での目標等 現 状 検討の方向性

リフォームやメンテナ なし － 指標・目標のあり方を検討
ンスなど各住戸の維持 参考：増改築戸数の「見込 参考：増改築戸数：360万戸
管理状況（要検討） み 430万戸 H13～17累計 【H11～15累計：住宅・土地」 （ ）

統計調査】

マンション共用部分や なし － 指標・目標のあり方を検討
住宅地全体の維持管理
状況（要検討）

＜住宅金融市場の状況＞

３．「住宅の資産価値の評価・活用」の状況を示す指標
＜維持管理の状況＞

＜適正な評価・活用状況＞

４．「住宅困窮者の安定した居住の確保」の状況を示す指標
＜公的賃貸住宅のストックの状況＞

指標等の例 現行計画での目標等 現 状 検討の方向性

公営住宅等の公的賃貸 なし － 指標・目標のあり方を検討
住宅のストック状況 参考：５箇年間の公的資金
（要検討） 住宅の建設目標戸数を設定

＜不合理な入居選別の解消状況＞

２５

指標等の例 現行計画での目標等 現 状 検討の方向性

中古住宅の流通量 なし － 指標・目標のあり方を検討
（要検討） 住宅市場整備行動計画 参考：年間中古住宅売買戸数

（H13年８月・国土交 ：17.5万戸【H15：住宅・土
通省）では、年間の中 地統計調査】
古住宅売買戸数につい
て、H27年に30万戸を
見込んでいる

新築後利用される年数 なし － 指標・目標のあり方を検討
（要検討）


